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要旨
　本研究では、児童虐待の疑いを持った時に、児童相談所等への通告義務を持つ教育機関にお
いて、特に児童虐待事案に対応する可能性の高い養護教諭を志望する大学生を対象に、子ども
からの聴き取り（事実確認）についての意識調査を実施した。また、子どもから体験を聴く事
（事実確認）に関する講義を聞いた後の意識調査と比較することにより、教育効果についても検
討した。その結果、子どもから収集すべき情報については、講義後にルーチンや気持ち、ニー
ズに関する情報の重視度が下がった。また、大人から伝達すべき情報については、講義後にグ
ラウンドルールに関する項目の重視度が上がり、受容や共感、評価等の重視度が下がった。ま
た、事実確認に関する講義を受講することによって、虐待を疑った時の対応についての意識が
より事実を確認する上での適切な方向へと変化した。これらの結果から、研修を受けることに
より、面接への見方が変化したと考えられる。結果を受けて、教育機関における子どもからの
事実確認について、知見の提供方法やタイミング、それらの重要性について考察した。
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　子どもが虐待被害にあった可能性がある時、また、事件や事故に関与した可能性がある場合
に被害事実を確認することは、その後必要とされる司法的手続きや福祉的手続きへとつなげる
ために大変重要なプロセスである。特に、児童虐待の被害が想定される場合、被害を受けた子
どものほかに被害状況を目撃している人がいないことが多く、子ども自身から被害体験をでき
るだけ正確に、たくさん話してもらう必要がある。
　しかし、子どもから体験を聴き取ることは難しい。子どもは言語・認知発達の途上にあるため、
体験した出来事をうまく話せないことも多い。また、大人からの働きかけによる影響（質問の仕方、
誘導や暗示）を受けやすいことが多くの研究から示されている（Fivush and Fromhoff, 1988; Ceci, 
Ross, & Toglia, 1987）。そこで、このような子どもの特性に配慮し、客観的に事実確認をすることを
目的とした司法面接（investigative interview / forensic interview）と呼ばれる手法が開発されている。
　司法面接は、出来るだけ早い段階で、1 回（あるいは、可能な限り少ない回数）の面接を実
施し、誘導を避けた聴き取りを行うことにより、子どもから出来るだけ正確にたくさん話して
もらい、何度も話を聞かれることによる二次被害を避けることを目的とする手法である。司法
面接には様々な種類があるが、海外ではそれぞれの国の制度や実情に応じたものが採用され、
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虐待対応の初動システムの中に組み込まれている。
　日本では、15 年程前から海外での取り組みが紹介されはじめ（藤川・小沢，2003; 英国内務
省・英国保健省，2007; アルドリッジ・ウッド，2014; 仲，2016）、現在では国内で司法面接研
修が継続的に提供され、司法・福祉分野を中心とする多くの実務家がそのスキルを習得し、実
務において活用がなされている。
　一方、面接スキルの習得とともに重要なのが、多機関多職種の連携（multidisciplinary team: 
MDT）である。海外では、司法面接のスキル習得だけでなく、連携のためのシステムが確立し
ており、イギリスやアメリカ、イスラエルなど多くの国において各国の連携システムの中に司
法面接が位置付けられている。多機関多職種で連携する目的の 1 つは、被害を受けた子どもへ
の聴取回数を減らすことである。誘導や暗示の影響を受けやすい子どもの特性に配慮し、二次
被害を軽減するためには、子どもへの聴取は 1 回の実施が望ましい。そのためには、各機関に
所属する様々な専門家が、子どもに対しそれぞれの目的に応じた聴取を個別に行うのではなく、
関連する機関が集まり、多職種の専門家がともに設定した計画（目的）に従い、連携しながら、
必要最小限の面接を行うことが重要である。
　日本では、平成 27 年に厚生労働省・警察庁・最高検察庁が通達を出し、多機関での連携（協
同面接）を推進するよう働きかけ、児童相談所・警察・検察の 3 機関が集まり、必要最小限の
回数で聴取を実施する方向で体制の整備が進められつつある。通達後の取り組み状況について、
平成 29 年 2 月 7 日付の第 3 回児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議幹事会資料による
と、3 機関での協議（2 機関での協議も含む）実施事例は、平成 27 年 10 月～ 12 月で 26 件、平
成 28 年 1 月～ 3 月で 59 件、4 月～ 6 月で 86 件、7 月～ 9 月で 76 件であった。合計すると協議
実施事例は年間 247 件であった。また、3 機関での協同での面接（2 機関での面接も含む）は、
平成 27 年 10 月～ 12 月で 24 件、平成 28 年 1 月～ 3 月で 50 件、4 月～ 6 月で 76 件、7 月～ 9
月で 64 件であった。合計すると協同での面接実施数は年間 214 件であり（Figure 1 参照）、3 機
関での連携は着実に進められつつある。
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Figure 1　 3 機関（または 2 機関）での協議、協同面接の実施数（平成 29 年 2 月 7 日付第 3 回児童虐
待防止政策に関する関係府省庁連絡会議幹事会資料 4 より作成）
　一方で、このような 3 機関での協同面接（司法面接による事実確認）が効果的に働くために
は、通告義務を持つ機関（教育機関や医療機関等）や保護者が通告をする際に、子どもに対し
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どのように対応するかも重要である。なぜなら、通告義務を持つ機関（教育機関や医療機関）
や保護者の対応によって，その後の 3 機関による協同面接が困難になる場合があるからである。
例えば、学校において複数の大人（校長や教頭、担任教員、養護教諭等）が何度も被害につい
て確認をしたため、子ども自身の体験であるのか、大人の推測した事柄であるのか判別がつか
なくなったり（記憶の汚染と呼ばれる）、協同面接の場面において子どもが既に話す動機づけを
失ったり（「これまでにたくさん話したからもう話さない」等）、つらい経験を何度も語ること
により精神的な二次被害を受けてしまう可能性がある。そのような事態になると、協同面接に
おいてどのような被害があったのか明らかにすることが難しく、適切な司法的手続きや福祉的
手続きにつなげることが困難になりかねない。また、子どもからの聴取回数を出来るだけ減ら
し、子どもの負担を最小限にするとする司法面接の持つ目的も果たされなくなるだろう。
　周囲の大人が子どもへの被害を疑った場合、記憶の汚染や二次被害を生じさせることなく速
やかに通告がなされ、関係機関による協同面接の場で実施される司法面接によって被害事実の
詳細を確認し、適切な司法的・福祉的支援が決定・実行されるというプロセスがなされるため
には、協同面接の実施主体である児童相談所・警察庁・検察庁の 3 機関連携だけでは不十分で
あり、通告義務を負う機関（教育機関や医療機関等）との連携が重要な意味を持つだろう。
　特に、日頃から子どもと接する学校の教職員が虐待対応の初動に果たす役割は大きく、平成
16 年の「児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」と「児童福祉法の一部を改正
する法律」の施行により、学校の教職員は児童虐待を発見しやすい立場であることを自覚し、
児童虐待の早期発見に努めなければならないことが明記された。この法律施行の 1 年後に行わ
れた調査において、児童虐待の早期発見努力義務や、通告義務は既に学校の教職員への周知が
いきわたっている状況にあることが示されている（岩崎・子安・伊東，2007）。また最近の調
査では、現職の教職員だけでなく、教員養成課程の大学生の 8 割以上が虐待の内容や早期発見
努力義務，通告義務について認知していたことも示されている（上本・李，2014）。このよう
に学校現場における早期発見や通告については教職員や教員養成課程に所属する大学生に広く
認知されており、またそのような役割を教育機関が果たすことに対する社会からの期待も大き
いと思われる。そのような役割を教育機関が十分に果たすためには、疑いを持った時に子ども
からどのような情報を収集すべきか、また大人はどのような情報を子どもに伝達すべきか、そ
してどのような方法で確認をし、どのように記録を残し、そして通告をすれば良いのかについ
て、よりよく知る必要があるだろう。しかし、現場の教職員や教員養成課程の大学生がそれら
についてどのような認識を持っているかについての調査はほとんど見られない。
　そこで、本研究は，養護教諭養成課程に所属する大学生を対象とし、虐待被害確認（子ども
からの聴き取り）について意識調査を実施することとした。音・谷本（2009）による養護教諭
対象の調査では、児童虐待を疑った経験について、経験ありが 69.1％と全体の約 7 割を占めて
いる。さらに、近年の調査から、教育機関において養護教諭は他の教諭よりも、児童虐待の発
見や対応件数が多いことが示されており、発見経路としても養護教諭自らが発見者になりうる
ことが示されている（北口・岡本，2016）。したがって、将来的に教育機関において虐待に対
応する可能性の高い養護教諭を志望する大学生を、本研究の調査対象者とした。
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　調査項目としては、仲（2014, 2015）で、福祉・司法・心理の実務家を対象とした調査にお
いて使用された虐待被害確認において子どもから収集すべき項目と大人から伝達すべき項目を
使用した。さらに、虐待被害を疑った時の対応について問う質問項目を加え、養護教諭を志望
する大学生が虐待被害確認においてどのように対応すべきと考えているのかについて明らかに
したいと考えた。また、調査実施後、子どもからの事実確認に関する（子どもの語りの特徴に
ついて、虐待被害を疑った場合に具体的にどのように確認をすれば良いのかを含む）講義を受
講した後に同様の調査を再度実施し、事前の調査結果との比較を試みた。これにより、子ども
からの事実確認に関する講義の受講による認識の変化が生じるかどうか、生じるとすればどの
ような変化が生じるのかについても検討することとした。
方 法
調査時期：2017 年 1 月に実施された。
参加者：大阪府内私立大学の養護教諭養成課程に在籍する女子大学生 34 名（平均年齢 19.94 歳）
が調査に参加した。
調査用紙：【事前調査：pre】保健室へ来室した子どもが「パパがたたいた」と言った場合を想
定し，子どもから情報収集すべき事柄 15 項目、大人から伝達すべき事柄 12 項目についてそれ
ぞれどの程度重視すると思うか 4 件法で評定を求めた。これらは，仲（2014, 2015）で用いら
れた項目と評定法を使用した。
　子どもから情報収集すべき事柄の 15 項目は、パパの情報（パパの年齢、職業、特徴、意図、
名前）、出来事の情報（時間、場所、たたかれた部位、1 回か 1 回よりも多いか、最後にたたか
れた時のこと）、ルーチン・気持ち・ニーズ（日常的にたたかれること、子どもの気持ち、パパ
に対する子どもの気持ち、家族情報、衣食住に関するニーズ）からなる項目であり、それぞれ
の項目について 4：大変重要（必ず聴き取りたい）3：かなり重要（できるだけ聴き取りたい）
2：ある程度重要（できれば聴き取りたい）1：重要度は低い（別の機会に聴き取るので良い）
の 4 件法で評定を求めた。
　大人から伝達すべき事柄の 12 項目は、司法面接を実施する際に子どもに伝えることが推奨さ
れている事項：グラウンドルール（本当にあったことを話してください、質問がわからない場
合、わからないと言ってください、知らないことは知らないと言ってください、間違ったこと
を言ったら間違っていると言ってください、全部話してください）、受容・共感・配慮（話した
くないことがあれば、話さなくてもいいです、あなた（子ども）は悪くない、受容や共感）、評
価・コメント（面接者からのパパへの評価、パパへの今後の対応、あなた（子ども）との約束
は守ります、面接者自身の個人情報）からなる項目であった。それぞれの項目について 4：大
変重要（必ず子どもに伝えたい）3：かなり重要（できるだけ子どもに伝えたい）2：ある程度
重要（できれば子どもに伝えたい）1：重要度は低い（別の機会に子どもに伝えるので良い）の
4 件法で評定を求めた。
　さらに，学校内で虐待の疑いがある児童に出会ったときの対応（9 項目）について 4 件法
（4：そう思う　3：ややそう思う　2：あまりそう思わない　1：そう思わない）での評定を求
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めた。9 項目と、それぞれの項目における司法面接（事実確認）の観点からの適切な対応法に
ついて以下に示す（ table 1 参照）。
Table 1　学校内で虐待の疑いがある児童に出会ったときの対応（9 項目）
質問項目 司法面接（事実確認）の観点からの適切な対応
被害内容についてはできる限り詳細に聴き取ってか
ら、児童相談所等に通告するのが望ましい。
（誰が）・何を・どうした・（いつ）といった通告に必
要な情報にとどめる。
児童相談所等に通告する前に、複数の大人が子ども
本人に何度か話を聞き、被害内容を確認しておくと
良い。
聴き取り（確認）回数はできるだけ少なくする。
大人の側から子どもにたくさん質問をして、被害の
詳細を把握してから通告するのが望ましい。
質問は控え、できるだけ子どもに自由にたくさん話
してもらう。
子どもの側から話さなくても、被害を受けた可能性
があると思われる場合には直接子どもに確かめてお
くと良い。
安全確認や緊急を要する場合を除き、直接問わずオ
ープンな働きかけで子どもに語ってもらう。
子どもの話が分かり難いときには、人形や絵などを
使って状況を説明してもらうと良い。
補助物（人形や絵）は誘導につながりやすいため、
出来る限り言葉で説明してもらう。
話を聴く途中で、子どもが被害について撤回したら
（「本当はなかった」等）、被害はなかったと判断して
良い。
被害開示後に撤回が生じることは多いため、それに
より被害がなかったとは判断しない。
子どもから「誰にも言わないで」と口止めされた場
合、被害を話してもらうために「言わない」と約束
をするのが望ましい。
他の人に相談することもあると説得する。
子どもの話をメモに残す場合、できるだけわかりやす
い表現に変えたり、要点をまとめながら書くと良い。
子どもと大人の言葉をそのまま記録する（逐語録の
作成）。
可能であれば、子どもの話を録音しておくのが望ま
しい。 ○
最後に、児童虐待への関心度について 4 件法（4：関心がある　3：少し関心がある　2：あま
り関心がない　1：関心がない）での評定を求めた。
【事後調査：post】子どもからの事実確認に関する講義を受講した後、事前調査と同じ項目に再
度評定を求めた（児童虐待への関心度への評定を除く）。さらに受講した講義に関する感想や意
見について自由記述で回答を求めた。
手続き：調査は講義の中で実施された。参加者には、調査に先立ち、調査への回答は任意であ
り、授業の評価とは完全に独立であることが口頭で説明された。また調査で得られた情報は個
人が特定されることのないようすべて記号化され、個人情報の保護に十分な配慮がなされるこ
とが説明された。口頭説明の内容は、調査用紙の表紙にも印刷され、参加者に配られた。
　口頭説明の後、参加者はまず事前調査として調査用紙に回答した。その後，子どもからの事
実確認についての講義を受講した。講義は、児童虐待の現状、子どもから「何があったのか」
を確認することの重要性、子どもの語りの特徴と大人の働きかけの特徴、虐待被害を疑った時
の対応で構成され、約 1 時間であった。
　講義を受講した後、参加者は事後調査として再度調査用紙に回答した。事前・事後調査とも
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にそれぞれ回答時間は 10 分程度であった。
結 果
【子どもから収集すべき情報について】
　参加者 34 名の回答の各項目の評定値について，事前／事後×項目の 2 要因分散分析を行った
ところ、交互作用が有意であり（F（14,462）＝3.86, p＜.01）、パパの意図（p＜.01），日常的にた
たかれること（p＜.05），子どもの気持ち（p＜.05），パパに対する子どもの気持ち（p＜.01），
家族情報（p＜.01），衣食住に関するニーズ（p＜.05）の項目において講義後に重視度の評定値
が下がった（Table 2、Figure 2 参照）。
Table 2　子どもから収集すべき情報における重視度評定平均値（SD）
事前 事後
パパ年齢 1.97（0.74） 1.79（0.83）
パパ職業 2.12（0.86） 2.26（0.94）
パパ特徴 3.71（0.57） 3.53（0.69）
パパ意図 3.71（0.57） 3.21（0.99）
パパ名前 1.41（0.73） 1.47（0.84）
時間 2.71（0.82） 2.97（1.04）
場所 3.24（0.68） 3.24（0.90）
身体部位 3.62（0.59） 3.62（0.54）
1 回か 3.47（0.65） 3.24（0.80）
最後のこと 3.44（0.65） 3.44（0.65）
ルーチン 3.91（0.28） 3.62（0.68）
気持ち 3.85（0.42） 3.59（0.73）
パパへの気持ち 3.71（0.61） 3.26（0.85）
家族 3.56（0.69） 2.94（0.96）
ニーズ 3.12（0.89） 2.79（0.90）
1 
2 
3 
4 
pre
post
＊＊
＊ ＊
＊
＊＊
＊＊
Figure 2　事前・事後調査における子どもから収集すべき情報における重視度評定の平均値
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【大人から伝達すべき情報について】
　参加者 34 名のうち回答に不備のあった 3 名を除く 31 名を分析対象とした。各項目の評定値
について，事前／事後×項目の 2 要因分散分析を行ったところ，交互作用が有意であり（ F
（11,330）＝7.58, p＜.01），わからないと言うことは講義後に重視度の評定が上がり（p＜.01），
あなたは悪くない（p＜.05），受容や共感（p＜.01），パパへの評価（p＜.05）と対応（p＜.01），
言わない約束を守る（p＜.01）では、講義後に重視度の評定が下がった（Table 3、Figure 3 参
照）。
Table 3　大人から伝達すべき情報における重視度評定平均値（SD）
事前 事後
本当 3.45（0.83） 3.48（0.87）
わからない 3.06（0.87） 3.48（0.66）
知らない 3.16（0.84） 3.32（0.77）
間違い 3.45（0.75） 3.45（0.75）
全部話す 2.71（1.02） 2.93（1.13）
話さなくてよい 3.45（0.79） 3.09（0.92）
悪くない 3.22（0.74） 2.83（0.98）
共感 3.83（0.44） 3.06（1.18）
評価 1.77（0.74） 1.41（0.70）
対応 2.45（1.01） 1.83（0.98）
約束 3.87（0.55） 2.35（1.25）
個人情報 2.19（1.02） 1.93（1.13）
Figure 3　事前・事後調査における大人から伝達すべき情報における重視度評定の平均値
＊＊
＊＊
＊＊
＊＊
＊
＊
【虐待対応に関する項目について】
　参加者 34 名のうち回答に不備のあった 2 名を除く 32 名を分析対象とした。各項目の評定値
について、事前／事後×項目の 2 要因分散分析を行ったところ、交互作用が有意であり（ F
（8,248）＝9.34, p＜.01）、録音については，講義後に肯定的な評定が上昇した（p＜.01）。「撤回
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したらなかったと考える」については有意差が示されなかった。上記以外の 7 項目は，すべて
肯定的な評定が低下した（開示のない被害確認については p＜.05、それ以外の項目はすべて p
＜.01）（Table 4、Figure 4 参照）。
Table 4　虐待を疑った時の対応に関する項目の肯定的評価の平均値（SD）
事前 事後
詳細に聴き取る 3.43（0.55） 2.71（1.15）
複数で確認する 3.00（0.82） 1.87（1.16）
たくさん質問する 2.50（0.75） 1.78（1.02）
開示のない被害確認 3.37（0.59） 2.87（1.11）
人形や絵の使用 3.43（0.74） 1.90（1.35）
撤回はなかった 1.40（0.65） 1.28（0.44）
言わない約束をする 3.12（0.69） 1.96（1.15）
メモは要約・簡潔に 3.03（1.18） 2.09（1.23）
録音をする 3.56（0.60） 3.87（0.41）
＊＊
＊＊
＊＊
＊＊
＊＊ ＊＊
＊＊
＊
開
示
の
な
い
被
害
Figure 4　事前・事後調査における虐待対応項目における肯定的評価の平均値
【児童虐待への関心度について】
　事前調査で回答を求めた児童虐待への関心度については、ほぼすべての参加者が、関心があ
る（少し関心がある）と回答し、児童虐待への関心度の高さが示された（Table 5 参照）。
Table 5　児童虐待への関心度
選択肢 人数 ％
関心がある 20 58.8
少し関心がある 11 32.4
あまり関心がない 0 0
関心がない 0 0
無回答 3 8.8
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考 察
　子どもから収集すべき情報について、パパの情報は事前調査と事後調査において概ね有意差
は示されず、変化は見られなかったが、パパの意図についてのみ重視度が下がった。また、ル
ーチン・気持ち・ニーズの項目はすべて重視度が下がった。一方、出来事の情報の重視度につ
いては事前調査と事後調査において有意な差は示されず、重視度に変化は見られなかった。パ
パの情報のうち年齢、職業、名前といった、後から確認可能な項目は事前調査においても重視
度が低く、講義後も変化がなかったと思われる。一方、パパの意図や、ルーチン・気持ち・ニ
ーズの項目は、被害確認に関する講義を受講することにより重視度が下がった。また、大人か
ら伝達すべき情報については、講義受講後にグラウンドルールはより重視されるようになり、
特に「わからないことはわからないと言ってください」は講義後に重視度が有意に上がった。
一方、受容・共感・配慮と評価・コメントの重視度は講義受講後に有意に下がった。
　仲（2015）では、福祉・司法・心理の実務家（協同面接の場で司法面接を実施し虐待の被害
の事実確認を担う児童相談所職員や警察官・検察官等）を対象として、虐待被害の確認におい
て子どもから収集すべき情報と大人から伝達すべき情報の重視度について司法面接研修の前後
における変化を検討している。その結果、子どもから収集すべき情報については、研修前と比
べ、研修後は出来事の詳細情報の重視度が上がり、ルーチンや気持ち、ニーズに関する情報の
重視度が下がった。また、大人から伝達すべき情報については、研修後にグラウンドルールに
関する項目の重視度が上がり、受容や共感、評価等の重視度が下がった。これらの結果から、
研修を受けることにより、面接への見方が変化し、事実に関する情報を収集することにより焦
点化されたとされている。
　本研究の結果では、子どもから収集すべき情報については、パパの情報と、ルーチン・気持
ち・ニーズに関する項目については、概ね仲（2015）と同様の結果であった。しかし、仲（2015）
では出来事の情報に関する項目について事後調査において重視度が上がっているが、本研究で
は変化は示されなかった。これは、教育機関では、詳細な事実確認をするのではなく、専門機
関での協同面接へつなぐための通告に必要な最小限の情報収集で良いことが講義内容に含まれ
たため、出来事の情報の重視度に変化が示されなかったと考えられる。また、大人が伝達すべ
き情報についても概ね仲（2015）と同様の結果が示された。つまり、養護教諭養成課程の大学
生においても、虐待対応に関する講義を受講することにより、収集すべき情報と伝達すべき情
報に関する認識が変化することが示されたと言えるだろう。特に本研究では、講義を受講する
ことにより、ルーチン・気持ち・ニーズ・配慮や受容に関する項目の重視度が抑制される方向
に変化したと考えられる。次に、虐待対応に関する項目は，記憶の汚染や精神的二次被害につ
ながる可能性のある対応、不十分な記録など事実確認の観点からは適切とはいえない項目のほ
とんどにおいて、講義後に肯定的評価が有意に下がった。一方、事実確認の観点から推奨され
る録音については肯定的評価が有意に上がった。「子どもが被害事実を撤回したら、なかったと
考えても良い」についてのみ、事前・事後調査間で有意な差は示されなかった。この項目につ
いては、事前・事後調査においてともに肯定的評価が非常に低かったためであると考えられる。
このように、事実確認に関する講義を受講することによって、虐待を疑った時の対応について
田　中　晶　子
48－ －
の意識がより事実を確認する上での適切な方向へと変化したと考えられる。
　仲（2015）の研修は 2 日間の日程であり、講義だけでなく、複数のロールプレイなどが含ま
れるため、本研究で実施した 1 時間の講義とは質量ともに異なるが、短時間の講義形式であっ
ても、養護教諭養成課程の大学生について、面接の見方において一定の認識の変化をもたらし
たと考えられる。
　講義に関する自由記述においては、「初めて聞く内容ばかりであった」、「これまで正しいと思
っていた対応が、適切ではない場合もあることを知った」など、子どもから体験を聞く手法に
ついて認知されていない現状がうかがえる。特に、保健室は子どもたちにとって悩みを相談し
やすい環境であり、養護教諭はカウンセラーとしての役割を担っている（音・谷本，2009）と
されるなど、養護教諭養成課程での学びでは、受容的・共感的な態度を取ることが重要視され
るのかもしれない。自由記述においても、「養護教諭としてのヒアリングとは異なった」との記
述が見られた。被害を疑った場合の子どもへの聴き取りにおいて受容的・共感的なアプローチ
はもちろん重要である。しかし、客観的に情報を収集する必要性が高い場合には、別のアプロ
ーチが必要となる事についても知っておくことは重要であろう。通告義務を負う立場において
は、通告をするための情報収集と子どものケアという両方の側面について理解をする必要があ
ると思われる。
　既に述べたように、教育機関が子ども虐待の初動に果たす役割は大きく、多くの教職員が虐
待の早期発見の努力義務・通告の義務を担っていることを認識している（岩崎・子安・伊東，
2007）。一方で、学校の教職員が通告をためらいがちであることも報告されている。例えば、
2010 年に総務省が行った調査では、児童虐待またはそのおそれを発見した場合の情報提供に対
する抵抗感の有無について、「抵抗がある」あるいは「どちらかと言えば抵抗がある」と回答し
た教職員は、15.1％であった。また、「どちらともいえない」が 11.8％であった。また、教員養
成課程に所属する大学生においては，将来教員になった時に，被虐待疑惑の児童を発見した際，
「通告しない」または「ためらう」と答えたのは 4 割に近い数にのぼっている（上本・李，2014）。
　情報提供に抵抗を感じる理由を複数回答で聞いたところ、「学校は、校内で事実を把握し、誤
報の可能性がなくなってから通告すべきだとの考えであり、その前段階での相談、情報提供は
控える傾向にあるから」が 73.4％と最も多かった（総務省行政評価局，2010）。また、岩崎・
子安・伊東（2007）においても、通告を躊躇する理由として、「もっと学校側で虐待であると
いう事実をきちんと確認してから通告へつなげたい」（72.9％）と考えていること、「虐待であ
るという判断に自信が持てず、通告を躊躇してしまっている」（40.0％）ことが挙げられてい
る。上本・李（2014）の教員養成課程に在籍する大学生における調査でも、通告をためらう理
由として，「虐待であるかどうか確信がない」ことがあげられている（上本・李，2014）。本研
究の結果からも、「被害内容については出来る限り詳細に聴き取ってから、児童相談所に通告す
るのが望ましい」の質問項目への肯定度（平均 3.43）は、「可能な限り録音をするのが望まし
い」（平均 3.56）に次いで高かった。このように、学校の教職員や教職課程に在籍する大学生
が「通告するには事実確認を十分に尽くさなければならない」「通告するには虐待の事実を判断
する必要がある」と強く考えており、それが教育機関からの速やかな通告を妨げる主要な要因
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の 1 つになっているようである。
　一方で、文部科学省は教育機関に対し、虐待であるかどうかを学校が判断する必要はないと
し、通達等を出し、周知をはかっている。例えば、児童虐待に係る速やかな通告の一層の推進
について（平成 24 年 3 月 29 日付文科初第 1707 号）では、一般的な主観による児童虐待が認め
られるであろうという場合は通告義務が生じることを明記し、児童虐待防止法の規定を挙げ「こ
うした通告については、法の趣旨に基づくものであれば、それが結果として誤りであったとし
ても、そのことによって刑事上、民事上の責任を問われることは基本的には想定されないもの
と考えられる」ことについて教職員に一層の周知を図る必要があるとしている。
　また、虐待被害を疑った場合にどのような対応をすべきかについても、養護教諭のための児
童虐待対応の手引きにおいては、「誘導的な質問や問い詰めるような質問の仕方はしない」、「子
どもに主導権を与える聴き方をするのが良い」という記述があり、事実確認における望ましい
対応法が示されている（文部科学省，2008）。しかし、どのような情報を、どの程度詳細に聴
くべきなのか、また、情報をどのような方法で確認すれば良いのかについては具体性に欠ける
説明であるように思われる。
　司法面接の観点からは、通告の段階では子どもから詳細に聴き取ることは控え、通告に必要
とされる最小限の情報収集で速やかに通告をすることが推奨される。これは、通告後の協同面
接の場において、詳細な事実確認を行うためであり、通告の段階での記憶の汚染や二次被害を
避けるためである。このような通告から協同面接へのプロセスについて具体的に示すことが、
教育機関における通告の際の適切な子どもへの関わりを促進し、通告へのためらいを抑制する
ことにつながるように思われる。例えば、通告後に協同面接の場で司法面接のトレーニングを
受けた専門家が連携し、子どもから詳細な聴取を 1 回で行うという取り組みについて、教育機
関をはじめ通告義務を持つ機関により周知することが重要であると思われる。
　さらに、横島・岡田（2007）の養護教諭を含む現職教員対象の調査によれば、教職員歴が 1
年以上 5 年未満の教職員と 30 年以上の教職員の被虐待児への遭遇率に差が見られないことが示
されている。これは、経験が浅い教職員であっても虐待の疑いのある子どもへの対応を担わな
ければならないことを示している。したがって、現職の教職員だけでなく，教職員になるため
の準備段階にいる人々に対しても，児童虐待防止や対応に関する教育を行う必要がある（上本・
李，2014）と指摘されており、事実確認に関する知見の教育も、より早い段階（教育課程）で
行われる必要がある。本研究でもほぼすべての参加者が児童虐待に対し関心がある（または、
少し関心がある）と回答しており、このような関心の高さを、効果的な対応へとつなげるため、
教員養成課程における知見の提供や研修プログラムの開発が必要であると思われる。
　さらに、養護教諭に関しては、北口・岡本（2016）において、養護教諭は教諭と比べ、心理
的虐待と性的虐待の対応件数が多いことが示されている。性的虐待については、特に被害確認
が困難であり、専門のトレーニングを受けた専門家による被害確認が必要である。虐待種別に
よる対応の違い等についてもより広く理解を広げる活動が重要であろう。
　最後に、このような子どもから体験を聴き取る手法は、虐待の通告のみに利用が限定される
ものではない。子ども同士のトラブルやいじめの被害・加害の確認、ケガや体調不良の状況確
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認などの場面で子どもから体験した事柄を聴き取ることは重要な意味を持つと思われる。
　特に、いじめの被害確認に関しては、事実確認に活かせる面接法を参考に、まずは評価する
ことなく、どちらの側からも情報を収集することが重要であり、聴取内容を録音しておくこと
が重要であること、録音ができない場合には、質問と応答を出来るだけ詳細に、正確に記録し
ておくことが重要であることが指摘されている（札幌市児童等に関する重大事態調査検討委員
会，2017）。事実確認に活かせる面接法は、被害生徒・加害生徒・目撃生徒のいずれにおいて
も有効な方法であり、虐待の対応においてだけでなく今後教育現場での幅広い活用が期待され
る。
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